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第１章 募集の趣旨・概要 

１ 募集の趣旨  

札幌市白石区介護予防センター本通について、令和３年度の運営法人を募集しま

す。 

２ 介護予防センターについて 

(1) 設置目的 

介護予防センター（以下「予防センター」という。）は、地域の高齢者やその

家族に対する総合的な相談支援や、地域包括支援センター（以下「包括」とい

う。）や地域の福祉活動と連携した介護予防事業の実施と普及・啓発によって、

地域の高齢者の心身の健康維持や保健・福祉・医療の向上を図ることを目的に

設置するものです。 

(2) 業務内容 

札幌市介護予防センター運営事業実施要綱第７条及び仕様書（案）第５項に定 

める業務、及び運営方針で示す業務 

ア 総合相談支援業務

イ 介護予防事業の実施及び介護予防の普及啓発業務 

ウ 地域介護予防活動の支援業務 

エ 地区地域ケア会議の開催 

※ 法令・制度等の変更により業務内容が変更される場合があります。 

３ 募集区 

区 センター名 担当地区 

白石区 介護予防センター本通 東白石 白石東 

※担当地区は、まちづくりセンターの管轄地域で表記しています。 

４ 人員の配置について 

札幌市介護予防センター運営事業実施要綱に基づき、保健福祉職の専門職２名を、

常勤・専任で配置することとします。保健福祉職とは、保健師、看護師、社会福祉

士、介護福祉士、介護支援専門員、社会福祉主事等を指します。

５ 設置場所及び設備について 

設置場所及び設備については、以下の要件を満たすものとします。

(1) 設置場所は担当区域内とする。なお、高齢者の相談窓口という趣旨を踏まえ、

所在地がわかりやすいよう、市民の目に触れやすい表示（看板の設置）や周知

（チラシやホームページ等）を行うこと。 

(2) 事務所は、事務室として運営に必要な面積を有するものとし、同一施設内の他

の事業と共用することも差し支えない。  
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 (3) 個人情報を取り扱うことを踏まえ、施錠できる書類保管庫等を設置すること。

なお、同一建物内に他の介護保険サービス事業所等の事業と併設して事務所

を設置する場合など、他事業との書類保管庫の共有は認めない。 

６ 実施体制について 

予防センターの業務の実施体制は以下のとおりとします。 

(1) 業務時間 

業務時間は、札幌市の例に準じ、原則、月曜日から金曜日までの週5日、1日あ

たり８時45分から17時15分までの8時間30分とするが、これ以外の時間におい

て、運営法人の基準に従い業務を行うことは差し支えない。 

(2) 相談窓口業務 

相談窓口としての業務については、業務時間内は常に相談対応できる体制を確

保し、時間外の緊急時の相談対応については、必要な連絡体制を確保しておく

ものとする。 

(3) 専用電話の設置、電子メールアドレスの確保 

介護予防センター専用回線及び専用の電子メールアドレスを確保すること。 

７ 契約期間 

令和３年４月１日から令和４年３月 31 日までを予定し、契約は単年度ごとに締

結するものとします。 

ただし、受託者が介護保険法及びこれに関連する政省令等に定められた事項を遵

守しない場合等は、札幌市地域包括支援センター運営協議会に諮り、期間の満了を

待たずに契約を解除する場合があります。 
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第２章 応募について 

1  応募資格 

札幌市介護予防センター運営事業実施要綱に基づき、適切、公正、中立かつ効率

的に予防センターを運営することができ、次の要件を満たす法人とします。 

(1) 次の要件を満たす法人であること。 

令和３年１月１日時点で、札幌市内において、下記に示す介護保険サービス等

を提供する事業所または施設を有し、介護保険サービス等の提供実績があるこ

と。 

【居宅介護支援】 居宅介護支援 

【居宅サービス（介護予防も含む）】 訪問介護（訪問型サービス）、訪問

看護、訪問リハビリテーション、通所介護（通所型サービス）、通所リハビ

リテーション、短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者生活

介護 

【施設サービス】 介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療

施設、介護医療院 

【地域密着型サービス（介護予防も含む）】 夜間対応型訪問介護、認知症

対応型通所介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生

活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、小規模多機能型居宅

介護、看護小規模多機能型居宅介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、

地域密着型通所介護 

【地域包括支援センター】  【介護予防センター】 

(2) 申請書類受付日において、地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167

条の４第２項各号のいずれかに該当する者及びその者を代理人、支配人その他

の使用人又は入札代理人として使用する者で、その事由の発生の日から申出日

までにおいて３年を経過しない者でないこと。 

(3) 申請書類受付日において、直近１年間の市区町村税、消費税及び地方消費税

の滞納がないこと。 

(4) 申請書類受付日において、札幌市競争入札参加停止等措置要領に基づく参加

停止を受けていないこと。 

(5) 役員の中に契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者及

び禁固以上の刑に処された者がいないこと。 

(6) 申請書類受付日において、会社更生法及び民事再生法等による手続きをして

いる法人でないこと。 
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(7) 申請書類受付日において、不渡手形又は不渡小切手を発行して、銀行当座取

引を停止された者で、２年を経過しない者でないこと。 

(8) 札幌市暴力団の排除の推進に関する条例（平成 25 年条例第６号）に基づき札

幌市が発注する建設工事その他の事務又は事業の執行により暴力団の活動を助

長し、又は暴力団の運営に資することのないように、暴力団員及び暴力団関係

事業者を入札、契約等から排除していることを承知していること。 

(9) 役員等が、次に掲げる者のいずれにも該当せず、また、今後もこれらの者に

該当することのないこと。 

ア 役員等（申出者が個人である場合にはその者を、申出者が法人である場合

にはその役員又はその支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をい

う。）の代表者、申出者が団体である場合は代表者、理事等をいう。以下同

じ。）が暴力団員（札幌市暴力団の排除の推進に関する条例第２条第２号に

規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であると認められる者。 

イ 暴力団（札幌市暴力団の排除の推進に関する条例第２条第１号に規定する

暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると

認められる者。  

ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に

損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認め

られる者。 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与

するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関

与していると認められる者。 

オ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している

と認められる者。 

(10) 上記(9)の各号に掲げる者の該当の有無を確認するため、札幌市暴力団の排

除の推進に関する条例第 13 条第２項に基づき、役員名簿等が札幌市から警察

その他の関係機関に提供されることに同意すること。 

２ 応募の抹消

応募した法人（以下「応募者」という。）が、応募書類の受付締切日以降、選定

の日までの間に、次のいずれかに該当した場合は、その応募を抹消し、また、事業

の受託候補者となっている場合にはその対象から除外します。 

(1) 受付期間内に応募書類が全て提出されなかった場合 

(2) 募集要項に違反又は著しく逸脱した場合 

(3) 地方自治法施行令第 167 条の４第２項各号の規定に該当した場合 

(4) 札幌市競争入札参加停止等措置要領に基づく参加停止に該当した場合 
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(5) 応募者またはその関係者が、本応募の採否に係る働きかけを目的とし、直接又

は間接に札幌市介護予防センター運営事業企画競争実施委員会委員、札幌市地

域包括支援センター運営協議会委員、本市職員などの本件関係者と接触をもっ

た場合 

３ 応募方法 

(1) 応募書類 

ア 参加意向申出書（様式第１号）（1部） 

イ 申出書等（正本１部、副本 10 部） 

（ｱ）申出書（様式第２号） 

（ｲ）定款及び寄附行為又はこれに類するもの 

（ｳ）法人登記簿の謄本 

    ※ 発行から３か月以内の履歴事項全部証明書 

（ｴ）貸借対照表 

（ｵ）損益計算書 

（ｶ）納税証明書（市区町村税及び消費税） 

ウ 法人関係書類（正本１部、副本 10 部） 

（ｱ）法人概要書（様式第３号） 

    ※ 法人概要パンフレット等があれば添付 

（ｲ）法人役員名簿（様式第４号） 

（ｳ）札幌市内で提供している介護保険サービス等の概要（様式第５号） 

（ｴ）札幌市内における介護保険サービス（事業所・施設）指導監査等実施状  

況に係る申出書（様式第６号） 

    ※ 指摘事項がある場合、監査等結果通知（写）・改善報告書（写）を

提出 

エ 企画提案書（正本１部、副本 10 部） 

（ｱ）表紙（自由様式） 

（ｲ）事業所計画書（様式第７号） 

    ※ 予定ありの場合は地図を添付 

（ｳ）人員配置計画書（様式第８号） 

（ｴ）運営計画書（様式第９号） 

（ｵ）収支予算計画書（様式第 10 号）（正本１部、副本 10 部） 

・ 経費の内訳を記載すること。（本業務は、消費税法施行令第 14 条の３

第５号及び 「消費税法基本通達の制定について」（平成８年４月１

日施行）第７節「社会福祉事業等関係」の「包括的支援事業の委託に

係る取扱い」６－７－10 に該当するため、非課税扱いとする。） 

・ なお、仕様書（案）５（５）「地区地域ケア会議の開催」に係る経費

については、項目を分けて積算すること。 

（ｶ）プレゼンテーション資料（自由様式） 
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・ 作成にあたっては、図やイラスト、サンプル画像を掲載する等、可

能な限り審査員がイメージし易いよう工夫すること。 

・ プレゼンテーション資料はページの通し番号を付すること。（表紙、

目次は除く） 

 (2) 提出書類作成にあたっての留意事項 

ア 申出書等及び法人関係書類、企画提案書（以下「応募書類」という。）はリン

グファイルを用いて、Ａ４判左２穴あけ綴りとする。各様式にインデックス

を貼付後、押印した「正本」を１部、「副本」（押印不要）を 10 部提出する

こと。 

イ 「正本」の押印において、札幌市競争入札参加者名簿に登録されている者は、

登録申請に使用した印を押すこと。 

ウ ファイルの表紙及び背表紙に下記のとおり「札幌市白石区介護予防センター

本通運営事業受託法人応募申請書」「法人名」と表記してください。 

【リングファイル表紙】         【リングファイル背表紙】 

エ 専門的用語等については、必要に応じて解説や用語集等を付けるなど、専門

的知識がなくても理解しやすいよう記載すること。 

オ 提出できる企画は、１提案者につき１案までとする。複数案の提案は認めな

い。また、１案の中に複数パターンの企画が含まれる提案も認めない。 

カ 本市の仕様書に示す要求事項の記載が漏れていた場合、該当する評価項目を

採点しないので、注意すること。 

札幌市白石区 

介護予防センター本通 

運営事業受託法人 

応募申請書 

         ○○法人 ○○○会

札
幌
市
白
石
区
介
護
予
防
セ
ン
タ
ー
本
通

運
営
事
業
受
託
法
人
応
募
申
請
書

○
○
法
人

○
○
○
会
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キ 企画内容は、提案者が確実に実現できる範囲で記載すること。企画提案書に

記載した内容は提案金額の中で実施できるものとみなす。 

４ 提出方法等

 (1) 提出期限 

ア 参加意向申出書      令和３年１月 18 日（月）17 時 15 分必着

イ 応募書類         令和３年１月 29 日（金）17 時 15 分必着

 (2) 提出方法 

 持参又は郵送とする。ＦＡＸ、電子メールは不可。 

※ 郵送の場合は、提出期限日の消印まで有効 

 (3) 提出先 

〒060-8611 札幌市中央区北１条西２丁目 札幌市役所３階（北側） 

札幌市保健福祉局高齢保健福祉部介護保険課 担当：向井 

(4) 受付時間 

 ８時 45 分から 17 時 15 分（土日・祝日を除く。） 

５ 質問の受付及び回答

 (1) 提出期限 

 令和３年１月 18 日（月）17 時 15 分 必着 

 (2) 提出方法 

質問票（様式第 11 号）に記載のうえ、電子メールにより提出すること。なお、

電子メールの件名は「札幌市白石区介護予防センター本通運営事業に関する質

問」とすること。 

   電子メール kaigoyobou@city.sapporo.jp 

 (3) 回答方法 

質問を受理した日の翌日から起算してから５日（土日・祝日を除く。）以内に、

電子メールにより回答する。 

また、質問者の具体的な提案事項に密接に関わる質問を除き、質問と回答の内

容は原則としてホームページで公開する。 
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第３章 委託料等について 

１ 業務委託額

令和２年度の契約では、業務委託料は以下のとおりであり、令和３年度について

も同等額の確保を予定しておりますが、予算の編成過程で変更になる場合がありま

す。 

【業務委託額実績】 

業務委託額 ＜令和２年度契約＞ 

○介護予防センター運営事業費         11,270,400 円 

○地区地域ケア会議運営費              26,000 円 

※業務委託額には、専門職員の人件費、管理費（事務費、厚生経費、交通費・

旅費、印刷製本費、事務所等賃借料・光熱水費、通信費等の役務費他） 

事業・活動費（会場費、謝礼金、教材費他）を含みます。 

※業務委託額は、高齢者人口により増減します。 

２ 委託費の支払

会計年度（各年 4月 1日から翌年 3月 31 日まで）ごとに、受託者からの請求によ

り支払います。 

支払方法については、３回に分割して、完了払いにて支払います。 

支払時期は下記のとおりです。 

１回目：７月（4～6月分として） 

２回目：11 月（７～10 月分として） 

３回目：翌年４月（11～３月分として） 

※地区地域ケア会議運営費については、３回目に併せて支払います。 
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第４章 選定について 

１ 選定について 

受託候補者の選定については、「札幌市介護予防センター運営事業企画競争実施

委員会」（以下「実施委員会」という。）を設置し、応募者の審査を行い、業務委託

に適すると認められた法人を受託候補者として選定します。

なお、選定後、札幌市地域包括支援センター運営協議会での協議を経た後に、本

市が受託法人として決定いたします。 

２ 選定の方法 

(1) 事務局審査 

・ 提出された応募書類により、資格要件審査項目（「第２章 応募について」

「１ 応募条件」「（１）応募資格」に掲げる各項目）の審査をします。 

・ 事務局審査の結果は、提案書類の全応募者に通知します。 

 (2) プレゼンテーション及びヒアリングの実施 

   ・ 令和３年２月下旬実施予定 

   ・ 実施日時、会場等の詳細は事務局審査通過者に別途連絡します。 

３ 企画提案の評価について 

(1) 評価基準 

別紙「評価基準表」のとおり。 

 (2) 評価・採点 

実施委員会の各委員が評価基準表の 11 項目について、それぞれ５段階で評価

し、採点する。各委員の採点の合計点を、評価点とする。 

【採点基準】 

段階 評価 
配点 

12 点 8 点 4 点 

5 特に優れている 12 8 4 

4 優れている  9 6 3 

3 普通  6 4 2 

2 やや不十分  3 2 1 

1 不十分  0 0 0 

 (3) 最低基準点 

評価点の満点（100 点×委員数）の 60％を最低基準点とする。 

４ 受託候補者の選定について 

(1) 受託候補者の選定 

評価点が最低基準点を超えた者のうち、最も高い評価点を得た者を契約候補者
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として選定する。 

(2) 同点の場合 

評価点が同点となった場合、「３ 事業の具体的な実施方針」（3-1～3-4）の合

計点が最も高い者を選定する。 

   それでもなお同点となる場合は、実施委員会委員の協議により決定する。 

 (3) 提案者が１名であった場合 

提案者が１名であっても評価・採点を行い、評価点が最低基準点を超える場合

には受託候補者として選定する。
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（別紙） 

評 価 基 準 表 

評価項目／評価の観点 配点 

１ 法人の適格性（16 点） 

1-1 法人概要（様式第 3号、様式第４号、様式第５号、様式第６号） 

○ 法人理念に基づき、介護保険サービス等を適切に実施しているか
８点

1-2 総合的な取組（様式第９号） 

○ 介護予防センターを運営するにあたっての基本方針、運営を希望する理由が具

体的かつ適切か 

○ 中立・公正かつ適切な運営のため、介護予防センターの役割を理解しているか 

   【観点】住民との協働、予防的な視点、地域づくり、中立・公正 

○ 業務担当地区の地域特性や高齢者のニーズ及び課題を把握しているか 

８点

２ 運営体制（32 点） 

2-1 事業所の設置方針（様式第７号） 

○ 事業所は担当地区内の市民の利便性に配慮した場所へ設置することができるか

○ 事業所の設備等は適当か 

８点

2-2 職員の配置方針（様式第８号） 

○ 専任職員予定者の人材を確保しているか 

○ 専任職員予定者は業務を円滑に進めることができる人材か 

○ 職員が業務遂行するために必要な環境整備の具体性 

12 点

2-3 法人のバックアップ体制及び個人情報保護の取組（様式第９号） 

○ 業務実施にあたり、法人内部の協力体制が確保できているか 

○ 個人情報保護の具体的取組 

○ 利用者の意見・要望に関する対応は妥当か 

８点

2-4 計画の合理性（様式第 10 号） 

○ 事業費の収支予算計画は合理的か
４点

３ 事業の具体的な実施方針（40 点） 

3-1 総合相談支援業務（様式第９号） 

○ 高齢者等の相談を適切な支援につなげることができるか 

○ 支援を要する高齢者の早期発見及び関係団体との連携の手法・具体性 

８点

3-2 介護予防教室の実施及び介護予防普及啓発業務（様式第９号） 

○ 介護予防教室等開催の手法・具体性 

○ 介護予防に関する知識等の普及啓発の手法・具体性 

12 点

3-3 地域介護予防活動支援業務（様式第９号） 

○ 介護予防に資する地域活動組織の育成及び支援の手法・具体性 
12 点

3-4 地域ケア会議の開催及びネットワーク構築（様式第９号） 

○ 地区地域ケア会議の運用の手法・具体性 

○ 区・地域包括支援センター・地区組織等との連携の手法・具体性 

８点

４ 総合評価（12 点） 

○ 企画内容・業務全体のスケジュールは妥当か（様式第９号） 12 点

合計（委員１名の満点） 100 点

※ 実施委員会委員７名により評価を行う予定 
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５ 選定のスケジュール 

時  期 内  容 

令和３年１月 18日（月） 参加意向申出書の提出期限 

〃 企画競争に関する質問の受付期限 

令和３年１月 29日（金） 応募書類の提出期限 

令和３年２月上旬 事務局審査結果の通知 

令和３年２月下旬 プレゼンテーション及びヒアリングの実施 

令和３年３月上旬 結果の通知・公表 

     ↓ 予防センターの開設準備、業務引継 

令和３年３月下旬 令和３年度予算成立 

令和３年３月末 令和３年度契約締結 

６ 選定結果の通知等 

 (1) 選定結果通知 

選定結果については、評価対象者に文書で通知するとともに、札幌市ホームペ

ージに掲載します。 

 (2) 選定結果の通知予定時期 

令和３年３月上旬を予定しています。 

 (3) 準備行為等 

白石区介護予防センター本通運営事業の受託法人として、新たに当該区域を担

当することになった法人（以下「受託予定法人」という。）は、選定後、令和３

年４月１日から円滑な予防センター運営業務を実施するため、必要な準備行為に

かかるものとします。なお、令和３年３月 31 日以前に準備等に要した費用は、

受託予定法人の負担とします。 

(4) 受託予定法人との協議・契約 

本市は、選定後、受託予定法人と協議し、令和３年度予算が市議会で議決され

た後、所定の手続きを経て委託契約を締結します。 

なお、選定後の受託の辞退は原則として認めません。また、受託の辞退により

本市に損害が生じた場合は、その費用を請求する場合があります。 

 (5) その他 

契約までの間に予防センターに関する業務を委託することが著しく不適当と

認められる事情が生じたときは、業務委託契約を締結しない場合があります。 

また、予算が成立しなかった場合等においては、業務委託契約を締結しない場

合があります。この場合において、白石区介護予防センター本通に係る業務及び

運営の準備のために支出した費用などについては、補償いたしません。 

７ 留意事項 

(1) 接触の禁止 
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応募者が札幌市地域包括支援センター運営協議会委員、実施委員会委員、本市

職員並びに本件関係者に対して、本件についての接触をすることを禁止します。

接触の事実が認められた場合には失格となることがあります。 

(2) 応募内容変更の禁止 

応募書類等の内容を変更することは認めません。 

(3) 虚偽の記載をした場合の無効 

応募書類等に虚偽の記載があった場合は、失格とします。 

(4) 応募書類の取扱い 

応募書類等は、理由の如何に関わらず返却しないこととします。 

(5) 応募の辞退 

応募を行った後に辞退する際には、辞退届（任意様式）を提出することとしま

す。 

(6) 費用負担 

   応募に関する費用は、すべて応募者の負担とします。 

(7) 提出書類の取扱い・著作権 

    応募書類等の著作権は、各応募者に帰属します。なお、介護予防センターの運

営に関する公表をする場合及び本市が必要と認める場合には、応募書類の全部又

は一部を無償で使用できるものとします。 

(8) 追加書類の提出 

    本市が必要と認める場合は、追加書類の提出を求める場合があります。 

(9) 資料等の目的外使用の禁止 

    本市が提供する資料は、応募に関わる検討以外の目的で使用することを禁じま

す。また、この検討の目的の範囲内であっても、本市の了承を得ることなく第三

者に対して、これを使用させたり、又は内容を提示したりすることを禁じます。 

８ 備考 

募集要項に定めのない事項については、本市の指示によるものとします。また、

募集要項は現在の制度及び介護予防センターの運営状況等をもとに作成したもので

あり、今後の国の動向等により変更がありえます。また、公募結果の効力は本市の

令和３年度予算成立に伴い生じます。 

９ 関連する政省令等 

(1) 介護保険法（平成 9年法律第 123 号） 

(2) 介護保険法施行令（平成 10 年政令第 412 号） 

(3) 介護保険法施行規則（平成 11 年厚生省令第 36 号） 

(4) 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号） 

(5) 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号） 
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(6) 暴力団による不正な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77 号）

(7) 地域支援事業実施要綱（平成 18 年 6 月 9 日老発第 0609001 号） 

(8) 札幌市介護予防センター運営事業実施要綱 

(9) 札幌市介護予防センター運営事業実施要領 

(10) 令和２年度札幌市介護予防センター運営方針 

(11) 札幌市地域ケア会議推進事業実施要綱 

(12) 札幌市暴力団の排除の推進に関する条例 

(13) 札幌市競争入札参加停止等措置要領 



【問い合わせ先】 

〒060-0004 

札幌市中央区北１条西２丁目 （札幌市役所本庁舎３階北） 

札幌市保健福祉局介護保険課介護予防担当係  

担当： 岩井中・向井 

電話：011－211－2547 ・ FAX：011－218－5117 

  E メールアドレス ：kaigoyobou@city.sapporo.jp 


